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豚流行性下痢（ＰＥＤ）を疑う事例について 

 

平成２６年２月２０日（木）に県内の養豚場において、豚流行性下痢を疑う事例が確認

されたので、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１ 発生農場 

 養豚農場 １戸（つがる市） 

 飼育頭数 １８，１２３頭  

 

２ 確認日 

  平成２６年２月２０日（木） 

 

３ 発生概要等 

  別紙のとおり 

 

［報道機関へのお願い］ 

  農場等での取材は、本病のまん延を引き起こす恐れがあることから、決して行わない

ようお願いします。 
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（別紙） 
 

 
豚流行性下痢（ＰＥＤ）を疑う事例の発生について 

 

本県の養豚農場において、本県では初めてとなる豚流行性下痢（ＰＥＤ）を疑う
事例が確認された。 

 
１ 疑い事例の概要 
（１）発生農場数 １農場（所在地：つがる市） 
（２）経営形態  養豚業、繁殖肥育一貫経営、飼育頭数計 18,123頭 
（３）症 状  下痢・嘔吐、子豚の死亡 
（４）発症頭数  計 1,540頭（平成２６年２月２０日現在） 

（内訳）繁殖豚 30頭、子豚 1,140頭（うち 30頭死亡）、肥育豚 370頭 

 
２ 経緯 
（１）農場では、平成２６年２月１８日（火）から１９日（水）にかけて、哺乳中の

一部子豚に下痢や嘔吐等の症状を確認。 

（２）同月２０日（木）、症状が拡大したことから、通報を受けたつがる家畜保健衛生
所が直ちに農場に立入。病性鑑定のための検査材料を採取し、青森家畜保健衛生
所に搬入。 

（３）青森家畜保健衛生所では、遺伝子検査を実施し、ＰＥＤの疑い事例であること
を確認。 

 
３ これまでの対応 
（１）農場に対し豚舎消毒やまん延防止措置等の徹底、豚の移動自粛を要請済み。 

（２）肥育豚の出荷先であると畜場には、農場が、当面、出荷を自粛する旨を説明済
み。 

（３）県内養豚農場及び関係団体に対し、発生事例の概要と豚舎消毒等の侵入防止対
策の徹底をファクシミリ等で周知済み。 

 

４ 今後の対応 

（１）県内養豚場における異常の有無を継続的に確認。 
（２）青森家畜保健衛生所において、ウイルス分離検査等により、ＰＥＤの確定診断

を実施。 

 
【参考】 豚流行性下痢（ＰＥＤ）とは 

１ 疾病の概要 

（１）豚流行性下痢ウイルスの感染による豚の伝染病で、家畜伝染病予防法において「届

出伝染病」に指定されている（本ウイルスは人には感染しない）。 

（２）法定伝染病である高病原性鳥インフルエンザ等の対応と異なり、殺処分や移動制

限等の防疫措置は実施せず、発症していない豚は、まん延防止措置をとった上で、

出荷することができる。 

（３）日本では昭和５７年に岩手県で初めて発生。平成２５年１０月に７年ぶりに国内

発生し以降、６県１６５農場で発生（２月２０日現在）。 

２ 症状 

  水様性下痢や嘔吐で、１０日齢以下の子豚は高率で死亡するが、繁殖豚や肥育豚の

死亡はまれで、一過性の下痢で治癒する。 



 

 

［参考］  

 ＰＥＤは、家畜伝染病予防法で定める「届出伝染病」（７１疾病の１つ）で、

口蹄疫等の殺処分を義務づけている法定伝染病とは異なり、治癒後は、通常

どおりと畜場へ出荷することができます。  

また、現在進めている確定検査で陽性となれば、本県での初めての発生と

なります。  

  なお、確定すれば、平成２５年１０月以降、沖縄県や鹿児島県等で確認さ

れているＰＥＤウイルスと同じタイプであるかどうかを調査することとなっ

ています。  

 

＜発生状況＞ 

（１）国内の発生状況（平成２６年２月２０日（木）現在）  

   平成２５年１０月に、国内では７年ぶりに沖縄県で発生して以降、九州

を中心に６県１６５農場で発生が見られています。なお、これまで本県に

おける発生はありません。  

発生県 初発事例確認日 発生農場数 

沖縄県 平成２５年１０月１日   ３ 

茨城県 平成２５年１１月１８日   ２ 

鹿児島県 平成２５年１２月１１日 １１３ 

宮崎県 平成２５年１２月１３日  ４１ 

熊本県 平成２６年１月２８日   ５ 

愛知県 平成２６年２月１６日   １ 

計 １６５ 

 

（２）海外の発生状況  

米国で平成２５年４月以降本病が大流行しており、平成２６年１月２２

日の公表データでは、２３州において２，３９４件の発生が報告されてい

るほか、最近は、中国や韓国、台湾などでも発生しています。  

 

  


